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 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程を 2008 年９月に退学した安藤和宏氏は、早稲
田大学学位規則第 7 条第 1 項に基づき、2011 年６月 27 日、その論文「著作隣接権制度に
おけるレコード保護の研究」を早稲田大学大学院法学研究科長に提出し、博士（法学）（早
稲田大学）の学位を申請した。後記の委員は、上記研究科の委嘱を受け、この論文を審査
してきたが、2011 年 12 月 26 日、審査を終了したので、ここにその結果を報告する。 
 
１ 本論文の構成と内容 
 
（１） 本論文の目的と構成 
本論文は、著作権法研究者の間でも本格的に取り上げられることの少ない、レコード製
作者の意義、レコードの保護範囲、模倣録音物と不法行為の関係などについて、わが国の
判例や文献の渉猟に止まらず、アメリカ法あるいはイギリス法を参照しながら、かつ筆者
の長年にわたる音楽業界での実務経験に基づいて、具体的な紛争の解決策をも含めて理論
的かつ実務的な考察を加えたものである。 
本論文は、序章、第１章「レコードの登場と著作権制度の誕生」、第２章「著作隣接権制
度の意義」、第３章「レコード製作者の意義」、第４章「レコードの保護範囲」、第５章「模
倣録音物と不法行為」、結章「本論文のまとめと今後の課題」の全７章で構成されている。 
 
（２） 本論文の内容 
１）序章は本論文の課題や考察の方法及びその順序を説明するものであり、ついで第 1
章では、まずは 1877 年にトーマス・エジソンが蓄音機を発明し、それが世界中に広まって
いく経緯や日本における蓄音機の普及の様子、そしてレコード保護に関する法制度の構築
と現行法までの立法過程を以下のように説明している。 
エジソンの発明による蓄音機は、当初、音楽を伝達するメディアとして利用されなかっ
たが、1902 年にグラモフォン社がナポリの無名なテノール歌手、エンリコ・カルーソーの
レコードを発売し、大ヒットを記録することによって、状況は一変する。カルーソーが吹
き込んだアリア「衣装をつけろ」は 100 万枚以上の売上げを記録し、その卓越した歌唱力
は、蓄音機とレコードの普及に大きく貢献することになった。 
ところが、当時は多くの国が音楽をレコードに複製することに対する排他的権利を著作
権法に規定していなかったため、各国で作曲者や音楽出版社を中心に訴訟や立法へのロビ
イング活動が起こることになる。アメリカでは、1909 年法によって機械的録音権（メカニ
カル・ライツ）が規定されるが、同時に一部のレコード会社による音楽市場の独占を防ぐ
ために、強制許諾制度を設けることになった。 
日本では、蓄音機は 1879 年３月 28 日に木挽町の東京商法会議所で初めて公開され、1896
年には横浜の F・Wホーン商会がアメリカのコロムビア製の蓄音機の輸入を始めた。1899 年
に東京の浅草で開業した三光堂は、蓄音機やレコードの製造・販売を手がけ、国内のレコ
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ード産業が産声を上げる。1907 年に日米蓄音機製造株式会社が設立され、レコード市場が
拡大したため、1910 年代に入るとレコード会社が次々に設立されることになった。 
一方、当時の著作権制度に目を転じてみると、1899 年に列強諸国との不平等条約を改正
するために旧著作権法が制定され、音楽著作物は著作権法の保護を受けることになったが、
大審院判決で模倣レコード盤業者を勝訴させた 1914 年の桃中軒雲右衛門事件を契機にして、
浪花節レコードは次々に無断複製され、複写盤レコードが安価で販売されるようになる。
この事態は、６年後の 1920 年に著作権法が改正されて、レコードの無断複製に対する規制
が設けられ、一応は収束する。その後、旧著作権法は幾度の改正を経るが、基本的な内容・
体系を変えることはなかった。その後 1970 年に至って、旧著作権法は遂に時代に適正に対
応できなくなったとして、現行法が制定されることになった。 
現行著作権法では、レコードは著作隣接権制度の下で保護を受けることとなり、レコー
ド製作者には複製権と二次使用料請求権が与えられた。また、レコードの保護期間はロー
マ条約に従い、レコードの固定後 20 年間とされた。その後、幾度の法改正を経て、レコー
ド製作者の権利は拡大の一途を辿った。現在ではレコード製作者に対して、複製権、譲渡
権、送信可能化権、貸与権、貸与報酬請求権、二次使用料請求権、私的録音録画補償金請
求権が付与されており、保護期間もレコードの発行後 50 年間に延長されている。 
 
２）第２章では、著作隣接権制度の意義について、インセンティブ論と準創作説を比較
検討している。インセンティブ論とは、知的財産法について、一定のフリー・ライドを法
的に禁止することにより、創作活動や著作物の伝達活動を促進し、それにより社会全体の
利益を高める制度と捉える理論であり、一方、準創作説とは、実演、レコード、放送、有
線放送について、著作物の創作活動に準じたある種の創作的な行為が行われていることを
理由に、そのような準創作活動を奨励するために法的保護を与える必要があるとする理論
であるとする。 
そして、本論文では、著作隣接権の正当化根拠としてインセンティブ論が妥当であると
結論づける。その理由としては、実演やレコード、放送、有線放送に準創作活動をまった
く見ることができないというわけではないが、著作隣接権制度の構築に際して、創作性が
具体的規定として反映されていないという事実を重視すると、著作隣接権の保護対象とな
る実演、レコード、放送、有線放送を精神性・創作性という共通項でくくるのは難しく、
著作物の伝達者という共通項を著作隣接権制度の基本的視座として捉える解釈が適当であ
るとしている。 
レコード製作者に対する権利付与の正当化根拠については、多大な投資を必要とするレ
コード製作に対するインセンティブを保証することにあるとするのが妥当な解釈であると
している。また、実演家は著作物の伝達者という重要な役割を担っており、テクノロジー
がもたらす機械的失業による実演家の減少は、文化の発展に寄与するという著作権法の目
的に悖る結果になるおそれがあるため、法は実演家に対して著作隣接権を付与することに
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より、実演家による実演の提供に対するインセンティブを保証したとする解釈が妥当であ
ると述べている。 
 
３）第３章では、レコードとレコード製作者の定義の分析を行った上で、レコード製作
者の意義について、以下のような検討を行っている。著作権法はレコード製作者について
「レコードに固定されている音を最初に固定した者をいう。」（２条１項６号）と定義して
いる。これを字句通りに解釈すると、レコード産業においてレコード製作者とは、録音ス
タジオで録音機器を操作するレコーディング・エンジニアということになるが、それでは
著作物を伝達する者に法的保護を与えることによって、レコード製作への投資を保護し、
著作物の伝達行為を促進するという著作隣接権制度の趣旨にそぐわなくなる。そのため、
レコード製作者の意義について規範的解釈を定立する必要があるとし、次のような考察を
展開する。 
法律起草に携わった者の解説では、レコード製作者は「物理的な意味での録音者（録音
機器の操作者）では必ずしもなく、録音行為に法律的主体性を有する者」であるとして、
レコーディングにおける物理的主体と法的主体を概念的に区別し、後者がレコード製作者
の地位に立つとしているが、本論文ではこのアプローチが適切であると結論づけている。
その理由として、現代のレコーディングにおいては、外部のエンジニアやディレクター、
プロデューサーが録音行為に従事するケースが圧倒的に増えており、物理的主体にレコー
ド製作者の地位を与えると、著作物の伝達者が行う投資を保護するという著作隣接権制度
の趣旨にそぐわないケースが生じることを挙げている。 
次に、レコーディングにおける法的主体とは誰を指すかという問題について検討してい
る。この問題については、裁判例が豊富にあるイギリス法を参照して次のように考察して
いる。イギリス法では、レコードの作成に必要な手配を引き受ける者がレコード製作者の
地位に立つことができるとされており、誰が原盤制作費を負担したかは決定的な要因とさ
れていない。そして、営利目的で作成されるレコードの場合、通常、レコード製作者とは、
機材や機器、スタジオ、レコーディング・プロデューサー、エンジニア、ミュージシャン
などを手配または依頼する者を指すとされている。 
日本においては、「自己の計算と責任において録音をなす者。通常は、原盤制作時におけ
る費用の負担者」とする説（制作費負担説）と「録音行為を実施するために必要な労力・
機器・サービスを調達する契約を自分の名前で契約してその法律上の権利義務の主体にな
る者」とする説（契約名義説）が対立している。契約名義説はイギリス法が採用するアプ
ローチとほぼ同義である。この議論の実益が、原盤権を譲り受けようとする第三者が登場
した場合、当該第三者をどのように保護するかという問題にあることを重視して（原盤権
の二重譲渡）、次の理由から契約名義説が妥当であると結論づけている。 
第一に、原盤権の譲渡に関する取引の安全を確保するためには、当該第三者から見て、
レコード製作者は外部から見て明確であり、一義的に定まる必要があること。そのために
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は、外部からは窺い知ることのできない原盤制作費の負担者という基準よりも、レコーデ
ィングに必要な調達契約を自己の名義で締結した者という基準の方が優れていると指摘す
る。特に完全請負契約で注文主がまったくレコーディングに関与しない場合、注文主の存
在は外部からはまったくわからないことを挙げて、その妥当性を強調する。第二に、音楽
業界の実務は、契約名義説に基づいてビジネスが行われており、制作費負担説を採用する
と、現在の実務とはまったく異なる権利関係が形成されることになるため、実際のビジネ
スにおいてかなりの混乱が生じることを挙げている。第三に、このようなケースで注文主
がレコード製作者の地位に立つことができるという解釈は、あまりに条文の文言からかけ
離れたものであり、妥当ではないと指摘する。以上により、レコード製作者を認定する判
断基準としては、制作費負担説ではなく、契約名義説が適切であると結論づけている。 
契約名義説に対しては、原盤制作費を直接的に負担しない請負人にレコード製作者の地
位を認めることは、レコード製作の投資保護という制度趣旨に反するのではないかという
批判がありうることを認めた上で、次のような反論を展開している。すなわち、著作権法
はレコード製作者に人格権を認めていないので、レコードに係る権利はすべて財産権であ
り、契約で移転することができる。また、日本法はアメリカ法のような終了権制度を導入
していないので、権利の譲渡人が一定期間経過後、一方的に譲受人から権利を取り戻すこ
とはできない。したがって、契約名義説を採用したとしても、当事者間の契約を通じて、
レコード製作の投資保護を図ることが十分にできる。事実、レコード業界では原盤制作請
負契約において、請負人は発注主に原盤権を譲渡すると規定されるのが一般的である。 
このような議論を展開し、レコード製作者を認定する判断基準として、契約名義説が適
当であると結論づけている。 
 
４）第４章では、レコードに関する権利侵害の判断基準について、サンプリング問題を
取り上げ、豊富な裁判例と学説が蓄積されているアメリカ法の観点からその問題点を明ら
かにし、日本の著作権法の下でどのように定立すべきかを考察している。 
音楽著作物については、サンプリング訴訟における著作物成立の判断基準として高い創
作性を要求し（difficult to copyright）、著作権侵害の判断基準としては高度な類似性を
要求する（difficult to infringe）という新たな判断基準を以下の理由を挙げて提言して
いる。 
著作物成立の判断基準については、音楽の作曲は小説や絵画、彫刻、演劇等と異なり、
もともと楽典上の制約が大きいという事情がある。また、近視眼的に見ると、個々のフレ
ーズはパブリック・ドメインかそのバリエーションであるため、短いフレーズに対して要
求する創作性の程度を低くすると、他人の創作活動の障害になる可能性が高い。そうであ
るとすれば、そのようなフレーズは未だ創作的な表現と認めるべきではないということに
なる。筆者は、以上の理由により、サンプリング訴訟における著作物成立の判断基準とし
て高い創作性を要求すべきだと結論づける。 
次に、楽曲に関する著作権侵害の判断基準について、次のような検討を展開する。すな
わち、サンプリングはコンピュータを利用する技術であるため、採取した音の高低や速度
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を自由に変えることができる。したがって、創作的表現と認められるメロディーやハーモ
ニー、リズムがサンプリングされても、それに変更が加えられてレコーディングされる場
合が問題となる。したがって、短いフレーズについて権利範囲を広く認めると、新たな創
作活動に支障を来す可能性が高いため、保護範囲はデッド・コピーとは言わないまでも、
かなり狭くするべきであると述べている。 
一方で、音楽の構成要素であるメロディー、ハーモニー、リズムについて、すべて同じ
レベルの類似性を要求すべきではないとも指摘する。その理由として、（1）楽曲の核心と
なるメロディーは、少々の音の高低や長さの変化に対しては耐久性が強いために、代替性
が失われないことが多いこと、（2）一方、ハーモニーやリズムはメロディーよりも耐久性
が弱いため、サンプリング部分を少し変化させただけで、代替性が失われることが多いこ
と、を挙げる。そして、結論として、メロディーであれば要求する類似性の程度を比較的
緩やかに、ハーモニーまたはリズムであれば要求する類似性の程度を比較的厳しく設定す
べきとする。 
レコード製作者と実演家の権利範囲については、元のレコードまたは実演が認識できる
かという判断基準を採用すべきであると結論づける。この判断基準の検討に際し、現代の
デジタル社会に基づいた視点をもって考察することの重要性を以下のように指摘する。す
なわち、レコードの複製権は、あくまでもそのレコードの利用行為に及ぶものであり、歌
真似（sound-alike）が収録されたレコードに対しては禁止権が及ばない。つまり、レコー
ドの保護はオリジナルのレコードを物理的に利用しない限り及ばないが、逆に言うと、レ
コードの成立要件として創作性が要求されていないので、元のレコードの物理的な連鎖が
続いている限り及ぶことになる（これをルート主義と呼ぶ）。しかし、1970 年に導入された
著作隣接権制度のルート主義に対しては、現代のデジタル社会に基づいた視点で再構築す
る必要がある。つまり、デジタル技術の進展により、誰もが容易にレコードをデジタル加
工して、新しい創作物を作成できるようになったという事実を法の解釈に反映させる必要
がある。 
このように述べた上で、結論として、サンプリングしたフレーズが元のレコードを識別
できる程度に再現されている場合は、たとえそのフレーズに創作性がなかったとしても、
著作隣接権（レコード製作者の複製権）の侵害となり、反対に、もはや元のレコードが識
別できないほどに変容している場合は、著作隣接権の侵害とならないと解すべきと結論づ
ける。そして、その理由として次の４点を挙げている。 
第一に、もはや元のレコードと認識できないほどに変形されている場合、元のレコード
製作者のレコード市場（ライセンス市場を含む）は害されないと解されるので、法的な保
護は不要であることを挙げている。この理由づけに対しては、市場（ライセンス市場を含
む）は本来、法が決めるものであり、元のレコード製作者のレコードの市場を実際に現在
展開されている市場に限定するのはおかしいという批判があるかもしれないが、元のレコ
ードを認識できないレコードの市場が形成されることは現実的にはないだろうと述べる。 
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第二に、今日のデジタル技術の発展の下で、ルート主義を貫徹すると、技術の進展によ
ってミュージック・サンプリングという安価で高品質の音楽の新しい制作手法やサンプリ
ング技術の普及によってもたらされる便益を社会が享受することができなくなること、ひ
いては、著作権法の目的である文化の発展に寄与することに悖る結果になりかねないこと
を挙げる。 
第三に、ルート主義を貫徹すると、権利侵害に気づくことが不可能な場合あるいは著し
く困難な場合にも侵害になってしまうことから、取引の安全を著しく害することになるこ
とを挙げている。例として、Ａが製作したレコードをＢが改変して、Ｃにライセンスした
場合、ＣはＡから差止請求権を行使されうることを挙げ、元のレコードを認識できないＣ
にとって、この結果は酷であると指摘する。 
第四に、消極的な理由として、もはや誰も認識し得ないような原型を留めないレコード
に対して、オリジナルのレコード製作者が禁止権を行使することができないことにしても、
オリジナルのレコード製作者のレコード製作に対するインセンティブを減じることにはな
らないことを挙げている。レコード製作者は、そもそも波形を詳細に調べなければわから
ないようなサンプリングに対して、ライセンス収入を期待することは通常考えられないた
め、オリジナル・レコードの原型を留めないようなレコードの使用に対するライセンスに
よる収入を見込んでレコード製作を行っていないことを指摘する。 
次に、上記の理は、実演家の録音権にもそのまま当てはまることを明らかにしている。
結論として、サンプリングしたフレーズが元の実演を識別できる程度に再現されている場
合は、たとえそのフレーズに創作性がなかったとしても、著作隣接権（実演家の録音権）
の侵害になり、反対に、もはや元の実演が識別できないほどに変容している場合は、著作
隣接権の侵害にならないと解すべきとしている。また、この結論は実演家の同一性保持権
とも平仄が合うことを指摘している。なぜなら、自分の実演が識別できないほど変容され
た場合、名誉・声望が害されたとはいえないため、同一性保持権の埒外になるからである
とする。一方、準創作的行為を行っていることを実演家に対する権利付与の正当化根拠に
する説では、実演に準創作的表現が表れているか否かが保護範囲のメルクマールとなるが、
準創作的表現が表れている実演とは一体何かという難題をクリアしなければならないと指
摘する。 
 
５）第５章では、模倣録音物を作成し、コマーシャルに利用する行為がパブリシティ権
を侵害するかという問題について考察している。著作権法上は、オリジナル・レコードの
音を複製しない限りは、模倣録音物を作成してもレコードの複製権侵害に問われることが
ないが、オリジナルの歌唱を模倣する場合にはパブリシティ権との抵触が問題となること
を指摘する。この問題についても、アメリカでは裁判例と学説が蓄積されているため、ア
メリカ法を比較法として分析した後で、日本法の下での考察を行っている。 
まず、本論文では有名人の歌声をパブリシティ権の客体と位置づけ、パブリシティ権の
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正当化理由について考察している。そして、人がみだりに自分の氏名や肖像等を他人の商
品や営業に結びつけられることのない権利という人格的な利益と、芸能活動や創作活動等
によって培われた氏名・肖像等の顧客吸引力を利用したビジネスの収益機会を確保すると
いう財産的な利益を保護するために、氏名・肖像等の顧客吸引力にフリー・ライドする行
為を規律する必要があり、これを根拠としてパブリシティ権が認められるとする。 
パブリシティ権は個別の知的財産法で規定されている権利に近接するものであり、個別
の知的財産法で禁止されていない行為を安易に不法行為法で規制することに慎重であるべ
きという意見に対しては、パブリシティ権が保護する人格的利益はあえて立法を待つまで
もなく保護すべきものであり、不法行為法を活用することに特別の躊躇を覚えるものでは
ないと反論している。 
次に、どのような場合に有名人の歌声や演奏の模倣が不法行為として、規制されるべき
かについて考察している。まず、（1）一般的に、権利保護による模倣に対する過度な制約
は、表現活動に萎縮効果をもたらすおそれがあり、妥当ではないこと、（2）物真似や歌真
似は、今やエンターテイメントの一つとして広く認知されていること、（3）エンターテイ
メントとしての模倣行為を法的に制約することの妥当性は、それがオリジナル・アーティ
ストの人格的利益を侵害するか、あるいはオリジナルの代替効果をもたらし、その経済的
利益を実質的に損なうようなものでない限り、見出すことはできないこと、を指摘し、有
名人や需要者が保有する利益の保護だけではなく、表現の自由に配慮した要件設定が必要
となると述べる。 
以上のような考察に基づき、コマーシャルに有名人の歌唱の模倣が利用された場合、（1）
有名人の歌声が本人のアイデンティティーを構成すると言えるほどの顕著な特徴を持ち、
（2）第三者によって商品やサービスの販売促進のために歌唱が意図的に真似され、（3）需
要者が本人の歌唱と思い違えるほど類似している場合に限り、パブリシティ権の侵害を肯
定すべきであると結論づけている。 
 
６）結章では、本論文のまとめと、本論文で検討できなかった著作隣接権制度の制度設
計の再構築のための残された課題について言及している。 
 
２ 本論文の評価 
本論文の第１章「レコードの登場と著作権制度の誕生」では、1877 年のトーマス・エジ
ソンによる蓄音機の発明から現在に至るまでのレコード保護の変遷を分かり易くかつ詳細
に解説している。技術的視点を交えつつ、レコードに対する著作権法上の保護が、浪曲を
録音した海賊版レコードの著作権侵害を否定した著名な桃中軒雲衛門事件大審院判決を経
ながらも、その後の判例や度重なる法改正によって保護強化の一途を辿っていることを述
べるものである。一読しただけでは一般人向けの解説文として読み流してしまいそうな分
かり易い記述といえるが、熟読することによって、多くの資料を渉猟したうえで、これを
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整理して丁寧に著作権法の視点から分析したものであることを知ることになる。えてしえ
理論のみに走りがちな従来の博士論文には見られない特色ということができる。 
 
第２章「著作隣接権制度の意義」では、わが国の著作権法において著作隣接権者として
位置づけられるレコード製作者と実演家への権利付与の正当化根拠として「インセンティ
ブ論」と「準創作説」を比較・検討している。そして、レコード製作者についてはレコー
ド製作にかかる投資の保護を、実演家については機械的失業による実演減少の抑止を目的
とするインセンティブ論が妥当することを、各方面からの検討を加えて論拠付けた後に、
第３章「レコード製作者の意義」におけるレコード製作者の定義の検討へ筆を進めている。
そして、レコード製作者の定義については、インセンティブ論を理由付けのひとつとした
うえで、イギリスにおける学説や判例を参照しつつ、「契約名義説」を採用すべきとの結論
に至っている。わが国の定義規定からは明確ではないものの、権利処理上は最も基本的で
あり明確であるべき「レコード製作者」の定義を、著作権者である映画製作者との比較を
念頭に置きながら、著作隣接権者としての権利付与の正当化根拠、イギリス法との比較を
踏まえつつ考察し、さらには契約名義説を採用した場合に生起しそうな問題点の解決策ま
で周到な検討が加えられており、説得力に富むものと評価することができる。 
 
第４章「レコードの保護範囲」においては、今まで著作権法の研究においてあまり取り
上げられることがなかったが、しかし、近時あらゆる音楽分野で広範に用いられ、重要性
を増しているミュージック・サンプリングの問題を素材にして、レコードの保護範囲等を
論じている。 
筆者はまずミュージック・サンプリングの歴史及び重要性を分かりやすく紹介した上で、
アメリカ合衆国における裁判例を検討する。その検討の前提として、著作隣接権制度を持
たないアメリカ合衆国における音楽著作物とサウンド・レコーディングの保護の態様、著
作権侵害の要件構造、de minimis 法理、フェア・ユース規定など、アメリカ合衆国の著作
権法全般に及ぶ基本的な性質や法理等を分析・整理しており、それらは極めて的確である。
その上で、ミュージック・サンプリングに関する裁判例を検討しているが、その検討は、
楽譜を引用するなど具体的・立体的であって、周到である。 
次に筆者は、日本法の下における検討を行う。日本法は、著作隣接権制度を有しており、
レコードを著作物とは異なる原理により保護し、またアメリカ合衆国における de minimis
法理やフェア・ユース規定を持たない一方、個別の権利制限規定として引用規定を有して
いることから、このような日本法の特徴とミュージック・サンプリングとの関係を分析・
検討しており、その分析・検討は、極めて的確である。 
その上で筆者は、まず楽曲の著作権侵害の判断基準については、音楽の構成要素である
メロディー、ハーモニー及びリズムの３つにおいて侵害認定に求められる類似性の程度に
差異があることを指摘し、後二者については比較的厳しく基準が設定される必要があると
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論じる。この指摘は、著作物の類似性に関する近時の学説の動向を的確に踏まえた上で、
小説や絵画、彫刻、演劇等と異なる音楽著作物の特徴等を分析・把握して発展させたもの
であり、説得力に富んでいると評価することができる。 
さらにレコード製作者及び実演家の権利範囲については、デジタル技術の進展という社
会事象の変動を考慮し、レコード及び実演の著作隣接権の正当化根拠としてのインセンテ
ィブ論に立ち返り、関係当事者の利害の状況にも配慮して、「元のレコード又は実演が識別
できる程度に再現されているかどうか」を判断基準として採用すべきことを提言する。こ
の提言は、著作隣接権の保護の正当化根拠を踏まえつつ、多方面にわたる考慮ファクター
を周到に拾い上げ、バランスのとれたものであると評価できる。 
 以上のように、本章は、著作権法の研究において新たな問題に正面から取り組んでいる
ばかりでなく、アメリカ合衆国著作権法及び日本著作権法の全体の構造との関係において
問題点の把握・分析及び検討を行い、ミュージック・サンプリングという切り口を通して、
著作権及び著作隣接権の保護の構造や限界点などを浮き彫りにし、具体的な判断基準の提
言に至るものである。本章は、理論的であると同時に実際的でもあり、学術的価値が高い
ことはもちろん、実務に与える影響も大きいものと考えられる。これは、筆者が有する音
楽業界における実務経験と、学術的な著作権法研究との融合によって生まれた成果である
と評価できる。 
 
最後に、第５章「模倣録音物と不法行為」では、オリジナル・レコードの保護が及ばな
い模倣録音物を利用することが元の実演家に対する不法行為になるかどうかを、米国法と
りわけカリフォルニア州法や判例を中心に比較法的に検討し、有名な実演家の歌声の模倣
が不法行為を構成し得るとする。著名な実演家の中には自己の歌声をコマーシャルなどに
使うことを嫌う者がいるので、他の実演家にその真似をさせてその歌声を使う場合に、元
の実演家のパブリシティ権を害し、不法行為になるかどうかが問題になる。パブリシティ
権は、氏名、肖像、写真について認められたコモンロー上の権利であり、18 州の州法上保
護されている。そのうち唯一、人の声をパブリシティ権の対象とするカリフォルニアの州
法に着目して、一連の有名人の歌真似訴訟においてランハム法違反とする判決に注目する。
日本法上は、不正競争防止法等の適用対象とならないが、人の声を人格的利益とみて、こ
のような利益を侵害した場合に、不法行為にはなり得るが、表現の自由を制約する面から
この点に配慮した三つの要件を設定する。つまり、①有名人の歌声が本人の同一性を構成
するといえるほどの顕著な特徴を持ち、②第三者により販売促進等のために意図的に真似
され、③本人の歌唱と需要者が聞き間違えるほど類似していることである。筆者は、無用
な紛争を回避するために、歌真似に起用する実演家のオリジナリティーを引き出し、元曲
のアレンジを大幅に変更するなどを推奨する。先行業績の殆どない問題について果敢に挑
み、結論を導こうとしている点は、高く評価できる。 
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もっとも、本論文にも問題がないわけではない。本論文第３章では、「レコード製作者」
の定義を映画製作者との比較を念頭に置きながら論じているとの評価を加えたことは前述
したが、本論文中ではその点は必ずしも明示されているとはいえない。筆者は「映画の著
作物の製作に発意と責任を有する者」とされる映画製作者の定義には異論がないことを当
然の前提として、レコード製作者の定義をこれと比較すべきものとして論じているようで
あるが、本論文の構成上は、映画製作者の定義をいまいちど明確にしたうえで、これと対
比するとの論の進め方が採用されていたならば、論旨がより明確になったのではないかと
思われる。 
また本論文第４章では、「元のレコード又は実演が識別できる程度に再現されているかど
うか」によって著作隣接権の成否を判断すべきと結論づけているが、この結論が現行著作
権法の文言の下での条文解釈でもあることを具体的に言及すれば、論旨がより明確になっ
たのではないかと思われるほか、第５章に関しても、素材とする判例等が少ないだけに、
不法行為が成立するとするための要件や推奨策について、説得性がやや弱いところがある。
これらの点については、さらに検討を深めるべき課題が残されているように思われる。 
 
 以上のように、本論文には問題点がないわけではないが、それらは本論文の総合的な評
価を何ら損なうものではない。これまでわが国で本格的に研究されることの少なかったレ
コードの保護を研究対象として取り組み、レコード製作者と実演家の保護の在り方とその
限界、さらには生起するであろう具体的な紛争の解決策に至るまでを、平易な言葉でわか
り易く、それでいて理論的かつ実務的に論じた本論文は、筆者の熱意の籠った魅力ある論
文として、高く評価することができる。 
 
３ 結論 
 以上の審査の結果、後記の委員は、本論文の提出者が博士（法学）（早稲田大学）の学位
を受けるに値するものと認める。 
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